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児童福祉施設最低基準等の 部改正の省令案の概要児童福祉施設最低基準等の一部改正の省令案の概要

１ 総則関係１．総則関係

①運営の一般原則
・人権と人格の尊重、地域との交流連携、保護者等への説明、自己評価等を規定を追加

②施設職員の 般要件の規定②施設職員の一般要件の規定
・人間性と倫理観、自己研鑽の文言を追加

③倫理衛生の規定③倫理衛生の規定
・入浴回数 １週２回以上→希望等を勘案に見直す

④食事の規定
食を営む力の育成の文言を追加・食を営む力の育成の文言を追加
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2．職員配置基準関係

(1)加算職員の配置の義務化
○心理指導を行う必要が認められる障害児（５人以上）に対し、心理指導を行
う場合には心理指導担当職員の配置

⇒ 児童養護施設の配置の家庭支援専門員、個別対応職員の配置を要望
算⇒ 幼児加算の新設

(2)措置費等に含まれている職員の明記(2)措置費等に含まれている職員の明記
①知的障害児施設の定員３０名以下の児童指導員又は保育士の小規模加算
⇒ 児童養護施設は定員４５名以下に配置のため同様の基準へ

3



直接支援職員の状況直接支援職員の状況

無回
職員1：児童数 ：

～1.5
：
～2.0

：
～2.5

：
～3.0

：
～3.5

：
3.6～

無回
答

計

知的 13 27 39 33 24 19 3 15813 27 39 33 24 19 3 158

自閉 0 2 0 0 0 0 0 2

盲 1 1 3 2 0 1 0 8盲 1 1 3 2 0 1 0 8

ろう 0 2 0 1 2 3 0 8

肢体療護 2 1 2 0 0 1 0 6

計 16 33 44 36 26 24 3 182

％ 8.7 18.1 24.1 19.7 14.2 13.1 1.6



職種等の課題職種等の課題

直接支援職員 職種等 直直接支援職員の職種等の見直し

幼児(就学前)加算( )
個別対応にかかる職員配置

家庭支援担当職員家庭支援担当職員

小規模ケア加算

小規模施設 職員加算 見直小規模施設の職員加算の見直し

重度重複加算の見直し

行動障害加算の見直し



3．設備基準関係

①居室面積の下限の引下げ

１人３．３㎡以上 → ４．９５㎡以上（乳幼児のみの居
室の場合は３．３㎡以上）

② 室定員 限 げ②居室定員の上限の引上げ

１５人以下 → ４人以下（乳幼児のみの居室の場合
は６人以下）は６人以下）

※改正施行後に新設 増築又は全面改築される居室に※改正施行後に新設、増築又は全面改築される居室に
適用



設備・面積等の最低基準設備・面積等の最低基準

室 積 ㎡ 改善居室面積3.3㎡の改善
児童養護施設等は4.95㎡へ

1居室15名以下の改善
個室・2名部屋を基本個室・2名部屋を基本
最低4人部屋を

小規模施設 ケ 体制 導小規模施設・ケア体制の導入

敷地外のサテライト型小規模施設の導入



１人当たり居室面積１人当たり居室面積

㎡
～2.47㎡ ～3.3㎡ ～6.6㎡ ～9.9㎡ 10.0㎡以

上
無回
答

知的 4 1 53 44 18 384 1 53 44 18 38

自閉 0 0 0 2 0 0

盲盲 0 1 2 0 3 2

ろうあ 0 0 4 2 1 1

肢体療護 0 0 1 2 3 0

計 4 2 60 50 25 41計 4 2 60 50 25 41

％
（N=141） 2.8 1.4 42.5 35.4 17.7 －
（ ）



居室の状況居室の状況

個室 2人部
屋

3人部
屋

4人部
屋

5人部
屋

6～8人 11人
以上

計
数 ％

知的 818 30.0 877 233 614 82 87 14 2,725

自閉 23 52.2 5 6 9 0 1 0 44

盲 6 8.1 33 13 14 2 6 0 74

ろうあ 9 12.1 15 19 13 2 10 0 68

肢体療
護

9 14.2 11 0 14 15 13 1 63

計 865 29.0 941 271 664 101 117 15 2,974計 865 29.0 941 271 664 101 117 15 2,974

％ 29.0 31.6 9.1 22.3 3.3 3.9 0.5



「学習指導」の規定を追加し 「適性 能力等に応じた学習を行うこと

４．運営関係

「学習指導」の規定を追加し、「適性、能力等に応じた学習を行うこと
ができるよう」支援する旨の規定

⇒社会的養護を要する児童の入所が増加していることから児童養⇒社会的養護を要する児童の入所が増加していることから児童養
護施設と同様に「家庭環境の調整」についての規定を設けるべき

ブ※ 上記の改正は、５月パブリックコメントを経て６月改正
予定

※ ２４年４月法改正に伴う基準等は今後示される※ ２４年４月法改正に伴う基準等は今後示される



24年4月に向けて

社会的養護 す 応 適 な制度適社会的養護に対する対応 ⇒適正な制度適用

障害児施設の一元化 ⇒設備・人員、報酬

在所延長規定の廃止に伴う措置

地域を支える機能の強化地域を支える機能の強化

当然のことながら子どもための子どもの施設へ

子どもを育てる施設へ

1111
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障害児施設の一元化の課題障害児施設の一元化の課題

平成２２年度障害者福祉推進事業「障害児施設
のあり方に関する調査」等において検討した。



障害児入所施設の見直し(２４年４月施行)障害児入所施設の見直し(２４年４月施行)

知的障害 施 箇知的障害児施設（239箇所・8827人）

盲・ろうあ児施設（20箇所・245）

福祉型障害児入所施設肢体不自由児療護施設（6箇所・216人）

第二種自閉症児施設（3箇所・110人）

肢体不自由児施設（56箇所・2381人） 医療型障害児入所施設

重症心身障害児施設（118箇所・11843人）

第一種自閉症児施設（医療4箇所・92人）
＊施設数及び在所者数は平成21
年度社会福祉施設等調査による。第 種自閉症児施設（医療 箇所 9 人）



障害児施設の現状
(２１年１０月社会福祉施設調査)

施設数 定員数 在籍数 在籍率施設数 定員数 在籍数 在籍率

知的障害児施設 239 10,232 8,827 86.2

第2種自閉症児施設 3 130 110 84.6

盲児施設 10 193 120 62.1

ろうあ児施設 10 193 125 64.7

肢体不自由療護施設 6 260 216 83 0肢体不自由療護施設 6 260 216 83.0

第1種自閉症児施設 4 153 92 60.1

肢体不自由児施設 56 4,029 2,381 59.0

重症心身障害児施設 118 11,843 11,229 94.8



福祉型施設の動向福祉型施設の動向

施設数 在籍数施設数 在籍数

昭和60 平成21 増減 昭和60 平成21 増減昭和
年

平成
年

増減 昭和
年

平成
年

増減

知的障害児施設 321 239 -82 18,622 8,827 -9,795

盲児施設 28 10 -18 649 120 -529

ろうあ児施設 24 10 -14 466 125 -341

肢体不自由療護
施設

9 6 -3 267 216 -51



知的障害児施設数の推移(厚生労働省)知的障害児施設数の推移(厚生労働省)
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定員 在籍数の推移 厚生労働省定員･在籍数の推移 (厚生労働省)

30000 定員数 在籍数
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元化に向けた認識 年 月推進事業調査一元化に向けた認識(22年10月推進事業調査)

施設の現状認識 施設数 %

重複障害の受入れから実績から可能 8 4.3

現状では不安がある 77 42.3

困難である 87 47 8困難である 87 47.8
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一元化に向けた改築一元化に向けた改築

知的 自閉 盲 ろう 肢体療 計 ％知的 自閉 盲 ろう
あ

肢体療
護

計 ％

（1）全面的な改築 73 2 2 3 4

84 46.1

（2）現状で一部改
築

50 0 2 3 1

56 30.7

築

（3）現状でなんと
か可能

8 0 3 1 1
13 7.1

か可能

無回答 27 0 1 1 0
29



改修等の必要について
知的 自閉 盲 ろう

あ
肢体療
護

計 ％

1）障害特性に応じた生活空間の確保(小規 108 59.31）障害特性に応じた生活空間の確保(小規
模ユニット等の対策)

98 2 1 2 5
108 59.3

2）個室の増加 97 1 2 4 5 109 59.9

3）居室の改修 102 1 1 3 5 112 61.5

4）段差等のバリアフリーの改修 92 2 2 4 0 100 54.9

5）浴室の改修 119 2 2 4 4 131 71.9

6）トイレの改修 106 2 2 3 4 117 64.2）トイ の改修

7）エレベーターの設置 30 0 2 4 0 36 19.7

8）非常用避難スロ プの設置 68 0 1 2 1 72 39.58）非常用避難スロープの設置 68 0 1 2 1

9）視覚障害のための誘導設備 108 2 1 2 4 117 64.2

107 58 710）聴覚障害のための誘導設備 101 2 1 0 3 107 58.7



設備等について設備等について

知的 自閉 盲 ろう 肢体療 計 ％知的 自閉 盲 ろう
あ

肢体療
護

計 ％

①車椅子で段差等①車椅子で段差等
がなく移動が
可能な施設

60 0 1 2 5
68 37.3

②車椅子でトイレ
が使用できる
施

53 0 4 4 5
66 36.2

施設

③入浴設備(ス
ロ プ リフ 15 8 2ロープ・リフ
ト浴・特殊浴
槽)で対応が可
能な施設

10 0 2 1 2
15 8.2

能な施設



一元化の課題一元化の課題

低基準 備等 整最低基準 設備等の調整

人員配置基準の調整

運営費の調整

⇒種別毎の措置費保護単価 加算の相違⇒種別毎の措置費保護単価、加算の相違

福祉型 障害種別施設 完全統合は困難※福祉型の障害種別施設の完全統合は困難

主たる障害種別を基本として一定の要件

による一元的対応へ



一元化に合わせて

ズ身近な地域の療育資源としてニーズに応えた児
童施設としての機能整備が求められている。

(障害児の)社会的養護の体制強化
環境 職種 人員等の条件整備を前提として慎重環境・職種・人員等の条件整備を前提として慎重
に検討する。

童期 支援 タ 役割を基本地域の児童期の支援センターとして役割を基本
として
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在所延長規定の廃止

昭和42年に設けられた満20歳以上の延長規定
が廃止される。

⇒必要とされた歴史的な背景は解消したのか?必要とされた歴史的な背景は解消したのか?

子どもから大人への架け橋がネック子どもから大人への架け橋がネック

⇒ライフステージの一貫した支援体制の確立へ
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在所延長率の推移長
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施設所在の都道府県の在所延長率

在所延長 施設数 都道府 内訳(20年１２月調査)在所延長
率

施設数 都道府
県数

内訳(20年１２月調査)

秋田・茨城・長野・新潟・石川
50%～ 63 9

秋田 茨城 長野 新潟 石川

京都・愛媛・山口・鹿児島

北海道 福島 栃木 埼玉
40%～ 16 7

北海道・福島・栃木・埼玉

大阪・奈良・高知

30%～ 26 12
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満２０歳以上の在籍率満 歳以 在籍率

満２０歳以上の率 施設数 都道府県数

１００％ 22

58０％～ 15

6０%～ 15
5０％～ 12 85０％～ 12 8
１０～49％ 70
１０％未満 28(15.4%)

2828
０％ 40(22.0%)



% はn=1,970人 知的 自閉 盲 ろう
あ

肢体療
護

計 ％

1.両親もなく他の施設に移行が困難 回答施設 32 0 1 1 2 36 19.7

人数 55 0 1 0 29 85 4.3

2.保護者が成人施設への移行に消極的であ 回答施設 59 1 2 0 4 66 36.2保護者 成人施設 の移行 消極的であ
ったり、手

続が進まないため入所待機している

回答施設

人数 463 1 5 0 59 528 26.8

3.地域移行や成人施設への移行が下記の理由で困難

①身近に施設があるが、本人の障害により
受け入れ拒否

回答施設 26 0 0 1 0 27 14.8

人数 111 0 0 0 0 111 5.6

②その児童の障害特性に見合う支援機能を 回答施設 36 0 0 1 1 38 20 8②その児童の障害特性に見合う支援機能を
持つ施設なし

回答施設 36 0 0 1 1 38 20.8

人数 142 0 0 0 1 143 7.2

③障害者入所施設への入所を希望している
が 満床等により待機

回答施設 103 2 2 2 3 112 61.5
が、満床等により待機

人数 942 27 6 1 12 988 50.1

④ケアホーム等に入所を希望しているが、
その受け皿の絶対数が不足

回答施設 27 0 1 1 1 30 16.4

人数 106 0 1 3 2 112 5 6人数 106 0 1 3 2 112 5.6

4.特別支援学校専攻科、職業訓練専門学校
就学のため卒業まで在籍しているた
め（高３等は除く）

回答施設 13 0 2 1 1 17 9.3

人数 43 0 7 1 44 95 4 8人数 43 0 7 1 44 95 4.8



在園期間の延長規定の廃止(２４年４月)

満18歳以上の入所者(いわゆる過齢児)は、児童福
祉法ではなく障害者施策で対応するように見直す祉法ではなく障害者施策で対応するように見直す。

法63条の2、63条の3の2は削除し、満18歳・満20
歳以上の在所延長規定が廃止となる。長

・法27条1項3号の場合(措置)→法31条で満20歳まで
・障害児入所給付費対象の場合(契約) →法24条の24で満障害児入所給付費対象の場合(契約) → 法24条の24で満

20歳まで
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経過措置の具体化へ経過措置 具体化

支援の継続のための措置や、現に入所している者
が退所させられることがないよう附則に必要な規定
を設ける。特に、重症心身障害者については十分に
配慮する。

⇒満18歳以上(31条等の対象は満20歳)の在所延長⇒満18歳以上(31条等の対象は満20歳)の在所延長
規定を廃止するのに伴い、障害者自立支援法第19
条5、附則第2条で給付の特例等で大人の自立支援条5、附則第2条で給付の特例等で大人の自立支援
法の対象となる。市町村が支給決定する。

3131



経過措置(附則)
在所延長規定の廃止に伴う適切な配慮 必要な措置を国が講じ在所延長規定の廃止に伴う適切な配慮、必要な措置を国が講じ
ることを明記している。(自立支援法一部改正附則第3条)

○障害者福祉計画にお 児童施設に在籍する延長児童数を○障害者福祉計画において児童施設に在籍する延長児童数を
含む、その対策を組み込むことを提案。

○子どもから大人へのライフステージに応じた切れ目のない支○子どもから大人 のライフステ ジに応じた切れ目のない支
援体制の確立に向けた法・施策の提案へ

○一定年限で児童施設から満２０歳がゼロとなる支援システム
の確立への確立へ

3232



延長廃止の具体化に向けて

満 歳 在籍数 状 応満18歳以上の在籍数の状況に応じて
児・者併設型の導入

グループホーム等の設置

地域の実情に応じて成人施設への転換の促進地域の実情に応じて成人施設への転換の促進

満18歳から20歳の対応が課題
対策が 滑 進むため 経過措置 弾力化⇒ 対策が円滑に進むための経過措置・弾力化

が必要

33



ライフステージの切り目のない支援体制の確立を

障害者福祉計画は 在所延長規定の廃止を基本とした障害者福祉計画は、在所延長規定の廃止を基本とした
数値目標等を再構築する。

対象年齢の制限(特別支援学校専攻科・専門学校等の対象年齢の制限(特別支援学校専攻科 専門学校等の
卒業時まで)を設け、通過型としての運営基盤を整備す
る。

大人の福祉サービスの利用年齢の特例(義務教育終了
後からの利用)等により子どもから大人への移行を担保
するする。

都道府県全域による障害児施設の定員や施設立地の
再計画化
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放課後等デイサービス事業

放課後や夏休み等における支援の場等の確保

⇒学齢期の支援の充実のために創設

⇒多様なニーズに応じた利用の確保

就労支援、行動改善、生活適応等々

⇒学校との連携

⇒支援体制の質・量の担保

児童デイサービスの利用年齢満20歳までの特例
(法改正施行日 22年12月10日)
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障害児相談支援事業

○障害児支援利用援助

障害児通所支援給付費等の申請に係る障害児の心身の障害児通所支援給付費等の申請に係る障害児の心身の
状況、その置かれている環境等を勘案し、利用するサービス
の内容等を定めた障害児利用計画案を作成し、給付が行わ
れた後に当該給付決定等の内容を反映した障害児支援利れた後に当該給付決定等の内容を反映した障害児支援利
用計画の策定等を行う。
⇒市町村の支給決定と発達診断等の関係

○継続障害児支援利用援助

障害児利用計画が適切であるかどうかを一定の期間ごとに障害児利用計画が適切であるかどうかを 定の期間ごとに
検証し、その結果を勘案して障害児支援利用計画の見直し
を行う。
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障害児等療育支援事業との関係

般的な療育相談一般的な療育相談

障害児等療育支援事業の継続

○事業所指定○事業所指定

児童の発達診断等と発達支援の専門性

童 ビ 成 育 教育等児童のサービス利用計画作成は、療育・教育等
の専門性に裏付けられた相談支援
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子どものための子どもの施設として再構築子どものための子どもの施設として再構築

○子どものための多様な暮らしの場の確保

専門里親・里親の養育家庭の確保専門里親 里親の養育家庭の確保

小規模居住型施設の創設

○入所施設の障害種別の 元化(改正案)○入所施設の障害種別の一元化(改正案)
○障害のあるなしに拘わらず子どもの生活の確保

ブ 視点⇒インクルーシブの視点

児童福祉施設の再編の検討
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障害児の入所施設・住まいの在り方(検討会)

障害児の入所施設に いて 家庭的な雰囲気の中での障害児の入所施設について、家庭的な雰囲気の中での
支援が可能となるよう、小規模な単位での支援ができる
ような施設の在り方（ユニットケアの推進など）についてような施設の在り方（ ットケアの推進など）について
検討が必要との意見があった。

また、児童養護施策での取組も踏まえ、地域小規模施
設制度 障害児の ミリ ホ ム制度や専門里親制度設制度、障害児のファミリーホーム制度や専門里親制度
について検討すべきとの意見があった。

さらに 障害児の将来的な自立も見据えて 自立体験やさらに、障害児の将来的な自立も見据えて、自立体験や
グループホーム・ケアホーム的な住まいの在り方につい
ても検討すべきとの意見があった。

こうした意見を踏まえ、障害児の入所施設・住まいの在り
方について検討を進めるべきと考えられる。
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子どもの権利条約第9条

「締約国は 児童がその父母の意思に反してその父母から分離され「締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離され
ないことを確保する。ただし、権限のある当局が司法の審査に従う
ことを条件として適用のある法律及び手続きに従いその分離が児
童の最善の利益のために必要であると決定する場合は、この限り
でない。このような決定は、父母が児童を虐待し若しくは放置する
場合又は父母が別居しており児童の居住地を決定しなければなら
ない場合のような特定の場合において必要とされることがある。」

2「すべての関係当事者は 1の規定に基づくいかなる手続においても2「すべての関係当事者は、1の規定に基づくいかなる手続においても、
その手続に参加しかつ自己の意見を述べる機会を有する。
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子どもの権利条約第20条

「 時的若 くは恒久的 そ 家庭環境を奪われた児童1「一時的若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた児童
又は児童自身の最善の利益にかんがみその家庭環境
にとどまることが認められない児童は 国が与える特別にとどまることが認められない児童は、国が与える特別
の保護及び援助を受ける権利を有する。」

2「締約国は、自国の国内法において、1の児童のための代
替的な監護を確保する。」替的な監護を確保する。」
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権利条約第23条5項

締約国は 最も近 関係 ある家族 親及び 弟姉妹締約国は、最も近い関係のある家族(親及び兄弟姉妹)
が障害のある子どもを監護(ケア)することができない場
合には より広い範囲の家族の中で代替的な監護(ケア)合には、より広い範囲の家族の中で代替的な監護(ケア)
を提供し、また、これが不可能なときは、地域社会の中で
家庭的な環境により代替的な監護(ケア)を提供するため家庭 な環境 り代替 な 護(ケ )を提供す
のすべての努力を払うことを約束する。
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措置率 ２１年１０月社会福祉施設調査措置率 ２１年１０月社会福祉施設調査

施設種別 施設数 在籍数 措置数 措置率施設種別 施設数 在籍数 措置数 措置率

知的障害児施設 239 8,827 3,373 38.2知的障害児施設 , ,

第2種自閉症児施設 3 110 6 5.4

盲児施設 10 120 91 75 8盲児施設 10 120 91 75.8

ろうあ児施設 10 125 70 56.0

肢体不自由児療護施設 6 216 93 43.0

第1種自閉症児施設 4 92 25 27.1

肢体不自由児施設 56 2,381 449 18.8

重症心身障害児施設 118 11 229 547 4 8重症心身障害児施設 118 11,229 547 4.8



措置と契約の状況 平成22年１月調査

4545



措置率の推移
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入所理由からみる保護者の課題入所理由からみる保護者の課題

20年度実態調査

親の離婚・死別
主要因 付随要因

家庭の経済的理由

保護者の疾病・出産等

保護者の養育能力面から

虐待による

きょうだい等家族関係からきょうだい等家族関係から

若年親

地域でのトラブルから

住宅事情から近隣のこと

その他

4747
0 500 1,000 1,500 2,000 2,500



多様なニーズを抱えた子ども達

１ 年(%) ２０年(%)１５年(%) ２０年(%)

障害の程度
最重度 29.6 28.9
重度 36 8 33 1重度 36.8 33.1
中軽度 28.4 35.1
肢体不自由 11.8 9.9

重複障害
視覚障害 2.9 1.9
聴覚障害 1.5 1.4
部障害内部障害 7.9 6.8
てんかん 30.5 25.6
自閉症 28 0 31 5自閉症 28.0 31.5
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強いこだわり強いこだわり

自傷行為

他傷、他害

奇声

器物破損等激しい破壊行為

著しい騒がしさ著しい騒がしさ

多動・飛び出し

徘徊・放浪

無断外出

寡動

盗癖盗癖

性的問題

異食 週１回 月１回

弄便

睡眠の乱れ

週１回 月１回

0 250 500 750 1,000 1,250 1,500 1,750 2,000



虐待を受けた子ども達
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より専門性の高い支援へ

育 向 係性 確保こころの育ちに向けた人との関係性の確保

生活力の獲得に向けた援助技法

社会性・適応力の向上の援助技法

虐待等によるトラウマ 愛着障害に対する援助虐待等によるトラウマ、愛着障害に対する援助
技法

⇒ 多様な育ちの課題に対する支援の充実⇒ 多様な育ちの課題に対する支援の充実
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子どもが育つ施設とは

家庭 近 境 育 保障家庭に近い環境での育ちの保障

親子に近い大人との関係での育ちの保障

子ども自身の主体的な生活を保障

小規模ケ シ ムを本流 戻す小規模ケアシステムを本流に戻す

集団性から個別性の確保
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入所施設形態の方向性

体型 小規模分棟型 地域分散型一体型 小規模分棟型 地域分散型

ﾕﾆｯﾄ ﾕﾆｯﾄ ﾕﾆｯﾄ

一体型生活一体型生活 ﾕﾆｯﾄ ﾕﾆｯﾄ

ﾕﾆｯﾄ

ﾕﾆｯﾄ ﾕﾆｯﾄ帯 能
ﾕﾆｯﾄ ﾕﾆｯﾄ付帯機能 付帯機能

付帯機能
児童養護施設は分園型･サテライト型が導入されている

付帯機能
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